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１．はじめに 
 
学校教育の場では、多様な子どもが存在するが、
その中で教師にとっての気がかりな子どもたちは、
かねてより一定数はいたと考えられる。ここ最近で
は、教師にとっての気がかりな子どもへの関わりは、
教師の個人的な経験値のみに頼るのではなく、学校
現場において組織的に支援していくことが重要視
されつつある。また、教師にとっての気がかりな程
度だけを支援の基準に据えるのではなく、子どもた
ちが感じる困難さという視点も考慮する必要性が
高まってきている。 
そのような潮流が高まってきた背景の一つとし
て、2006 年に開催された第 61 回国連総会において、
「障害者権利条約（障害のある人の権利に関する条
約）」が採択されたことがあげられよう。この条約
は障害者に対して特別な権利を保障することが目
的ではなく、誰にでも保障されている人権を、障害
者に対しても当たり前に保障することを前提とし
ている。この障害者権利条約の第 2 条の中で、「障
害に基づく差別」が「障害に基づくあらゆる区別、
排除又は制限」と定義され、障害者差別に対して「合
理的配慮」を行わないことを禁止するという点が盛
り込まれている。 
我が国では、この条約を批准することを目指すべ
く、「障害者基本法改正」が 2011 年に施行され、
その流れを受けて後、ようやく 2014 年にこの条約
を批准するに至っている。また、この改正法は差別
の禁止を基本原則としており、その具体化のため
「障害者差別解消法（障害を理由とする差別の解消
の推進に関する法律）」が成立し、2016 年に施行さ
れた。この法律の施行により、急速に国内の行政機
関や事業者等は、障害者に対して不当な差別的取り
扱いを解消するための措置を積極的に取り始めつ
つあるが、その一つに、障害者権利条約で記載され
た合理的配慮がある。合理的配慮という言葉は、障
害者差別解消法の施行とセットで用いられること
が多く、行政機関や事業者だけでなく、教育現場に
おいてもその考え方が重視されるようになってき
ている。 
本稿では、教育現場における合理的配慮の考え方
及び在り方について取り上げ、将来合理的配慮を含
む特別の支援を実践していくことになる可能性の
高い教職課程で学ぶ者が、障害をもった子どもたち
とその周辺にいる子どもたちへの関わり方をどの
ように学んでいくべきかについて考察することと
する。また、障害を持った者とは、身体、知的、精
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神の各領域において、その障害と社会的障壁により
持続的に社会生活に相当な制限を持つ者とされる
が、その中でも特に教育現場でその対応が増加して
いる発達障害を中心に述べることとする。 
 
２．合理的配慮の意味するところ 
 
 既述したように、学校教育の場において、合理的
配慮という言葉を聞く頻度が高まってきている。合
理的配慮という考え方は、「障害者が他の者と平等
にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使
することを確保するための必要かつ適当な変更及
び調整であって、特定の場合において必要とされる
ものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を
課さないもの」と定義されている（文部科学省，
2010）。つまり、障害を持った人でも変更や調整を
行うことによって、健常な人達と同様の社会参加が
可能となることを意味し、社会生活の場（例えば、
レストランの活用や電車やバスの乗り降り等）や雇
用の機会といった領域から、教育を受ける権利や機
会に対しても同様の考え方が適用される。特に、合
理的配慮の提供は、国公立での学校では既に法的義
務に位置付けられており、私立の学校は努力義務と
はいえ、国公立の学校の対応に準ずるものを求めら
れつつある。 
学校現場における合理的配慮について、清水・西
村（2016）は、病欠した子どもに対して補習を行
うといったように、障害の区別なく日常的に教師が
行う子どもへの支援は「配慮」であり、合理的配慮
とは異なる点を述べている。つまり、配慮の域を超
えた、個別固有の事情に沿った対応、例えば、視覚
障害があるためノートをとるためのティーチング
スタッフを配置してもらうといった場合は、配慮で
はなく、「特別な配慮」に位置付けられる。このよ
うな特別な配慮を、教師の主観的判断によって行う
となると公平性に問題が生じるため、個別固有の事
情を持った子どもや保護者サイドが、教師や学校に
対して特別な配慮を「請求」することによって初め
て法制度による合理的配慮が成立するのである。し
たがって、全児童及び生徒を対象とした配慮の中に
は、特定の子どもに対する特別な配慮が含有される
が、その中でも特に子どもか保護者からの請求によっ
て要求された特別な配慮が、法制度による合理的配
慮に位置付けられると捉えることができるだろう。 
 
３．特別な配慮を生かすための基礎的環境整備 
 
基礎的環境整備は、中央教育審議会初等中等教育
分科会特別支援教育の在り方に関する特別委員会
の中で設置された合理的配慮等ワーキンググルー
プにおいて示された概念であり、国や地方自治体が
合理的配慮を最大限生かしていくためには、特別支
援学校や各学校の施設等の環境整備を行うことの
重要性を指摘している（文部科学省，2012）。特に、
教育分野における基礎的環境整備の例としては、専
門性のある指導体制の確保、個別の教育支援計画や
指導計画の作成等による指導、専門性のある教員・
支援員等の人員配置、交流及び共同学習の推進等が
あげられている。このような具体的な環境整備が整っ
て初めて、合理的配慮を含む特別な配慮に基づく支
援を、障害のある子どもたちに提供することが可能
になるということである。また、このような環境整
備は、特別な場で行われるもののみを意図している
わけではなく、通常の学校内や教室内でも行ってい
くということが前提となっているのである。 
 
４．インクルーシブ教育における特別な配慮 
 
特別な配慮に基づいた教育と支援を、障害のある
子どもに対しても、障害のない子どもたちと同様に、
通常学級の中でできるだけ行っていく考え方が普
及しつつある。このような教育システムを、インク
ルーシブ教育という。障害者基本法第 16 条におい
て、（1）障害のある子どもが十分な教育を受けられ
ること、（2）障害のある子どもが障害のない子ども
と共に学ぶこと、（3）国等は十分な教育のため及び
共に学ぶために必要な教育環境の整備を促進しな
ければならないことが明記されており、インクルー
シブ教育という言葉が使われてはいないものの、イ
ンクルーシブ教育の本質的な考えが示されている。 
インクルーシブ教育を充実させていくためには、
上記の 3 点を基礎にシステム作りを活性化させる
必要があると考えられるが、実際に教育の場にいる
子どもたちにとっても、これまでは特別支援学級に
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いて関わることの少なかった障害をもった子ども
たちと交流する経験を持つことを意味する。このこ
とは、障害をもった子どもたちにとっても同様であ
る。つまり、インクルーシブ教育の実践は、たとえ
障害を持っていたとしても、それは障害という捉え
方の枠を超え、一つの個性として自然に互いに認め
合う機会を持つことを意味する。しかし、場面によっ
ては、合理的配慮や特別な配慮による支援が、障害
を持っている子どもに対してのみ提供されている
ことを目の当たりにすることで、不公平感や不満感
を覚えることもあるかもしれない。外顕的に障害が
あるとは分かりにくい障害の一つに発達障害があ
るが、発達障害に伴う教育上の困難さが表面的には
見えにくいため、周囲の子どもたちにとっては、教
師が特別な支援をしている様子を見て、特別な支援
の必要性を理解しづらいというジレンマも生じや
すくなると考えられる。とりわけ支援を受けている
級友が、発達障害であるという事実を知らない状況
であれば、なおさら障害のない子どもと障害を持っ
た子どもへの対応の違いに違和感を覚えるかもし
れない。  
 
５．発達障害を抱える児童生徒とインクルーシ
ブ教育 
 
発達障害とは、支援を行う側が現場におけるニー
ズに対応する形で生じた臨床的・社会的概念であり、
正確な診断名ではない。2013 年に米国精神医学会
から公刊された精神障害の診断と統計マニュアル
の 最 新 版 で あ る Diagnostic and Statistical 
Manual of Mental Disorders 5th ed.（DSM-5.）で
は、それまでの発達障害が、神経発達症（群）に位
置付けられている。 
しかし、本邦における発達障害者支援法が 2005
年に施行された際に、発達障害という言葉を用いる
ことが定められており、「自閉症、アスペルガー症
候群、その他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠
陥多動性障害、その他これに類する脳機能の障害で
あってその症状が通常低年齢において発現するも
のとして政令で定めるもの」と定義されている（文
部科学省，2016）。このことから、教育行政上では、
彼らへの支援の枠組みを考える際には従来通り発
達障害という概念を用いており、診断名に固執する
というよりは、彼らの“生活の困難さ”を把握し、
支援することが重要であるとされる（辻井，2014）。
また、自閉症やアスペルガ―症候群、学習障害や注
意欠陥多動性障害は、各々異なる特徴を有している
が、実際には名称に応じて正確に区分できるもので
はなく、発達障害の特徴は連続体であると理解する
と同時に、個人の特徴を個々に捉える個別対応が基
本になると考えるのが望ましいといえる。 
したがって、通常の学級の中では、発達障害にあ
る児童生徒に対して個別対応を行うと同時に、その
支援に対する理解を周辺の児童生徒に対しても促
していけるような教育を集団に対して行っていく
試みも、インクルーシブ教育の一つとして実施して
いく必要性があるといえよう。 
 
６．発達障害を抱える児童生徒への個別対応と
集団対応 
 
まず、発達障害を抱える児童生徒に対する個別対
応に関わる方法には、さまざまな考え方があるが、
その代表的なものの一つに英国自閉症協会（The 
National Autistic Society ） が 提 唱 し て い る
“SPELL”という発達障害者に対する関わり方の姿
勢がある。S は、Structure の頭文字で“構造化す
る”を意味する。つまり、問題の枠組みを構造化し
て、可能な限り視覚情報を用いることを意味する。P
は、Positive の頭文字で“肯定的に関わる、ほめる”
を意味する。E は、Empathy の頭文字で“共感し、
その人独自の行動をまずは尊重する”ことを意味す
る。そして、初出の L は、Low arousal の頭文字で
“刺激を少なくする”ことを意味し、最後の L は、
Links の頭文字で“連携する”を意味する。 
この考え方は、発達障害だけでなく、障害を持っ
ていない子どもたちの通常にある問題に対しても、
幅広く応用して活用することができる考え方であ
るといえよう。特に、教育の場でこの考え方を用い
る立場にあるのは、教師であるため、発達障害のあ
る児童生徒に伴う問題に対して、SPELL の考え方
で関わる習慣を普段から身につける必要性がある
といえる。そのためには、まずは教師自らの生活上
の困り事を題材として、SPELL を活用するとどの
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ように問題解決が導けるかをシュミレーションし
てみることも役に立つかもしれない。また、全ての
子どもたちに対して、普段からこの SPELL の考え
方に基づいて関わることを通じて、教師の対応が障
害の有無で変化するのではなく、普遍的であるといっ
た安心感が、子どもたちの中に育つことにもつなが
るのではないだろうか。 
次に、集団対応であるが、教師は、担任するクラ
スにいる発達障害の児童生徒への関わりを 1 人で
抱えるのではなく、組織的な視点を活性化させ対策
を講じていくことが重要であるといえよう（小関，
2016）。特に、中高では教科担任制になることが通
常であるため、学級担任となっても子どもたちの学
校で過ごす全ての様子を把握するには限界がある。
そのため、普段から支援に対する役割を教員間で決
め、授業中の支援も支援員等を導入し、複数で対応
していくことが、学級運営の点においても重要であ
ると考えられる。また、道徳の時間等を積極的に活
用し、“障害とは何か？”といった視点で障害者と
共に生きることの意味とそのような社会で生きる
自分も、共生社会における主人公の一人であること
を認識できるような場を持つことも必要であろう。
さらに、ソーシャルスキルトレーニングといったコ
ミュニケーション力を高める方法を学ぶ授業を導
入し、子どもたちに対して障害や心の問題に対する
心理教育を実践的に行っていく活動も有効である
と考えられる。 
 
７．さいごに 
 
発達障害にある児童生徒といった障害のある子
どもたちへの特別の支援とは、何も障害のある子ど
もたちに対して優遇するという位置付けではなく、
そうでない子どもたちにとっても、学校を卒業し、
社会に出て行く前の段階において、多様な人達の中
で生きていくということが自身にとっても意味の
あることだということを学ぶ機会になるといえる
だろう。そのことこそが、真のインクルーシブ教育
の目的に合致すると考えられる。また、そのような
教育を提供するのは教師であるが、まずは教師に対
して、発達障害を始めとする障害への理解や関わり
方を、例えば精神医学や心理学の専門家から継続的
に相談や助言を受けられるような支援体制の枠組
みを準備することも必要であるかもしれない。 
著者は、工学系の教職課程の心理学系授業を担当
しているが、教師になる以前から、教職課程の授業
の中で、実践的に SPELL の考え方を身につけられ
るようなペアワーク等を行うことで、教壇に立った
時に、スムーズにそのような関わり方が子どもたち
に対して出来るように準備しておく必要性がある
と感じる。そのことがひいては、障害のある子ども
たちへの特別の支援が、通常の支援の枠組みの中で
行われることにもつながると考えられる。上述した
ような実践の積み重ねによって、合理的配慮や基礎
的基盤といった法制度が、真の意味で、現場におい
て意味を成していくことになるのではないだろう
か。 
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